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記 入 例 

 

経 営 状 況 等 調 査 表 

年間売上高 

申請業種名 直前２年決算 直前１年決算 

給食業務 
千円 

３００，０００ 

千円 

４００，０００ 

申請業種以外 
千円 

１，０００，０００ 

千円 

１，０００，０００ 

 
千円 千円 

 
千円 

 

千円 

 

合  計 
千円 

１，３００，０００ 

千円 

１，４００，０００ 

 

従業員数 

会社全体の従業員数 松山市内の従業員数 

８００人 ８０人 

※従業員数は、申請基準日（令和７年７月１８日）の労災保険適用者の人数を記入すること。 

 

 

資 本       ＊千円未満は切捨て 

自己資本額 

(直前決算時) 

資 本 金     準 備 金     剰 余 金     (うち当期利益金) 資本合計 

      千円 

１０，０００ 

      千円 

５，０００ 

    千円 

３，０００ 

     千円 

（１，０００） 

    千円 

１８，０００ 

 

自己資本率  ＊千円未満は切捨て・％は小数点第２位以下切捨て 

自 己 資 本 率        

（直前決算時） 

◯ァ 自 己 資 本       ◯ｲ  総 資 本       ◯ア   

◯イ   
×１００ 

        千円 

１８，０００ 

        千円 

３８，０００     ４７．３ ％ 

 

流動比率   ＊千円未満は切捨て・％は小数点第２位以下切捨て 

流 動 比 率 

（直前決算時） 

◯ゥ 流 動 資 産       ◯ェ  流 動 負 債       ◯ゥ   

◯ェ   
×１００ 

        千円 

８５，０００ 

        千円 

６１，０００   １３９．３ ％ 

 

営業年数 

営 業 年 数        
 創 業 年 月         昭和４８ 年  １１ 月（ ５１ 年間） 

 現組織への変更       年     月（    年間） 

 

資本合計は、貸借対照表と一致すること。なお、内訳

が合わない場合は、剰余金で調整。 

売上高合計は、申請時直前２年・１年決算の損益計算書の売上高を記入 

各年の売上高より、申請業種ごとの売上高を記入 


